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Ⅰ 対象地域

１ 地域振興立法の範囲
戦後、米国の施政下にあり、その後復帰した沖縄、

奄美、小笠原の特別法の指定地域については、対象地
域の範囲とすべきか。

これら地域は、本土から遠く離れ、周りを海に囲ま
れ、多くの群島で構成される離島の特殊性としての不
利な条件を備えている （沖縄振興開発特別措置法、小。
笠原諸島振興開発特別措置法には、離島振興法の適用
除外規定が設けられており、また、奄美については離
島振興法は適用されていない ）。

○沖縄、奄美、小笠原の特別法の概要

○ 高齢化率・耕作放棄率 （単位：％）
沖 縄 奄 美 小笠原 全 国

高齢化率 30.7 34.7 39.1 28.4
耕作放棄率 4.7 4.9 11.1 3.8
資料：農業センサス（平成７年）

○ 農業就業人口の割合等 （単位：％）
沖 縄 奄 美 小笠原 全 国

農業就業人口割合 7.3 21.1 3.9 7.6
農家世帯割合 7.8 20.1 4.0 7.8
資料：総務庁「平成７年国勢調査 、農林水産省農業センサス（平成７年）」

○ 傾斜地率の比較 （単位：％）
沖 縄 奄 美 小笠原 全 国

傾斜地農地割合 15.3 10.8 100.0 27.7
資料：農林水産省「第３次土地利用基盤整備基本調査 （平成５年３月）」
注：傾斜地とは、田 傾斜度1/100以上、畑 傾斜度８度以上

沖縄振興開発特別措置法 奄美群島振興開発特別措置法 小笠原諸島振興開発特別措置法
（昭４６法律第１３１号） （昭２９法律第１８９号） （昭４４法律第７９号）

【目的】 【目的】 【目的】
沖縄の復帰に伴い、沖縄の特殊事 奄美群島の復帰に伴い、奄美群島 小笠原諸島の復帰に伴い、小笠原

情にかんがみ、その基礎条件の改善 の特殊事情にかんがみ、その基礎条 諸島の特殊事情にかんがみ、その基
並びに地理的及び自然的特性に即し 件の改善並びに地理的及び自然的特 礎条件の改善並びに地理的及び自然
た沖縄の振興開発。 性に即した奄美群島の振興開発。 的特性に即した小笠原諸島の振興開

発。
【指定要件】 【指定要件】 【指定要件】
沖縄に含まれる区域 奄美群島に含まれる区域 小笠原諸島に含まれる区域
(沖縄県の県域) (鹿児島県名瀬市及び大島郡の区 (孀婦岩の南の南方諸島並びに沖

域) の鳥島及び南鳥島)
【支援内容】 【支援内容】 【支援内容】
・インフラ整備の国の負担･補助割 ・インフラ整備の国の負担･補助割 ・インフラ整備の国の負担･補助割
合を他の法律より高く設定。 合を他の法律より高く設定。 合を他の法律より高く設定。

・道路、河川及び港湾整備について ・振興開発計画に基づく地方債につ ・振興開発計画に基づく地方債につ
国代行特例 いて特別配慮 いて特別配慮

・振興開発計画に基づく地方債につ ・奄美群島振興開発基金の設置 ・土地改良法の特例
いて特別配慮 ・医療、交通の確保等 ・農用地開発のための交換分合

・国有財産の譲与等 ・国有財産の譲与等
・工業等開発地区の指定及び税制 ・帰島に係る配慮
・自由貿易地域の指定等 ・土地利用、交通確保等
・電気事業振興
・職業安定
・医療の確保、高齢者福祉等



（参考）
○ 特定農山村法、山村振興法の指定要件、指定方法等
・特定農山村法の指定は、山村振興法における都道府県
知事の申請に基づくものとは異なり、政令に基づく具体
的要件に該当する地域を自動的に対象地域とする方法が
採られている（過疎法と同じ 。。）
・平成５年制定の特定農山村法の指定根拠となるデータ
は、その直近のデータであり、傾斜にあっては昭和５８
年、その他にあっては平成２年のものである。

特定農山村地域における農林業等の活性化のた 山 村 振 興 法
めの基盤整備の促進に関する法律

（平５法律第７２号） （昭４０法律第６４号）

【地域指定要件 （根拠データ 】 【地域指定要件 （根拠データ 】、 ） 、 ）
・全耕地面積に占める急傾斜耕地面積の比率が ・林野率75％以上（旧農林業センサス（昭和３５
高い（第２次土地利用基盤整備基本調査（昭 年 ））
和５８年） ・人口密度1.16人／１町歩未満（旧農林業センサ
・林野率75％以上（農林業センサス（ 平成２ ス（昭和３５年 ）（ ）
年 ） 等）
・農林業従事者割合が10％以上（国勢調査、農
林業センサス（平成２年 ））
・農林地面積割合（作物統計調査（平成２年 ））

【指定の方法】 【指定の方法】
法律（委任政令を含む ）に具体的要件を定め 都道府県知事の申請に基づき審議会の議を経。
て、当該要件を定めて当該要件に該当する地域 て、主務大臣が指定する方法
を自動的に対象地域とする方法

【地域指定(新・旧市町村)数】 【地域指定（旧市町村）数】
１，７３０ ２，１０４
（ 1,239 491） (市町村数 １，１９５）新市町村数 旧市町村数

過疎地域活性化特別措置法
（平２法律第１５号）

【地域指定要件 （根拠データ 】、 ）
・直近25年間において下記のいずれかに該当
a）人口減少率25％以上
b）人口減少率20％以上かつ高齢化比率16％以上
c）人口減少率20％以上かつ若年者比率16％以下
（国勢調査（昭和３５年、６０年 ））

・財政力指数の平均値0.44以下
（自治省調べ（昭和６１～６３年度 ））

【指定の方法】
法律（委任政令を含む ）に具体的要件を定めて、当該。

要件に該当する地域を自動的に対象地域とする方法

【地域指定（新市町村）数】
１，２３１



○ 豪雪地帯及び特別豪雪地帯指定地域

（略）
豪雪地帯における作物反収の状況

出典：「平成７年産作物統計」を組み替え（全国計）
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２ 採草放牧地の取り扱い

採草放牧地については以下の意見が出された。
○ 肥培管理はされないものの、大気浄化、景観等の点
で優れているが、畜産農家の減少、高齢化等により荒
廃が懸念されている採草放牧地も対象としてはどうか。
○ 管理方法は火入れのみであり、何と比べて生産費格
差があるのか。

注： 採草放牧地」とは、農地以外の土地で、主として耕作又は養畜の「

事業のための採草又は家畜の放牧の目的に供される土地をいう

（農地法第２条第１項 。）

＜採草放牧地のイメージ＞

（略）



３ 傾斜度
○ 傾斜度を基準とすることは妥当であるが、さらに、
急傾斜地(1/20,15度以上)のみならず、緩傾斜地
（1/100，8度以上）も、平坦地との生産条件の格差が
存在し、守るべき価値がある農地であれば、対象とす
ることが適当ではないか。
○ この場合、1/100を基準とすることについては、緩
やかすぎるのではないかとの意見と技術的にも理由が
あり単価に格差を設ければよいのではないかとの意見
が出された。

＜傾斜度別田面積割合（平成５年）＞

＜水田の傾斜度と生産条件＞
区 分 1/100未満 1/100～1/20 1/20以上

経営規模 （100％） （79.4％） （72.1％）

（ha／戸） 1.36 1.08 0.98

労働生産性 （100％） （63.6％） （53.4％）

（円／h） 845 537 451
農業所得 (100％) (64.4％) (55.0％)

（千円／戸） 576 371 317

資料：農林水産省「農業経営動向統計（稲作単一経営農家 」）
（平成８年）を組替集計

注： ）は傾斜度1/100未満を100％とした場合の比率（
労働生産性＝農業労働１時間当たり農業純生産額（円）

　　　資 料：　農 林水 産省「第 ３次 土地 利 用基 盤整 備 基 本 調査」（平成５年３月 現在）

        注 ：　数 値 は農 振農 用地区 域 内 における割 合

傾斜区分別の耕地面積割合（田）
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＜ほ場整備の計画基準における取扱い＞
・ほ場整備の計画基準においては、傾斜勾配1/20以上を
「急傾斜地 、1/100～1/20を「傾斜地 、1/100未満を「平」 」
坦地」として、区分する目安としている。
・平坦地においては、農作業の効率化等の観点から長方形
区画を基本とする大区画化を考えることとするが、傾斜地
においては、画一的な長方形区画の採用は土工事やつぶれ
地が多くなるとしている。

＜土地改良長期計画における考え方＞
・主傾斜1/100未満の水田
基本的には大区画に整備を進めるが、集約型作物の導入

等、営農上の土地利用から、ほ区均平の標準区画に整備す
ることも考える。
・主傾斜1/100～1/20の水田
基本的に整備コストの関係から耕区均平の標準区画に整

備を進める。
・主傾斜1/20以上の水田
基本的には小区画に整備を進める。

＜技術的理由＞
地形
傾斜

1/300
耕区短辺(100m程度) 40cm 1/300

田面 30cm 1 m ←
法面 30cm 畦畔

300m

1/100 40cm 1/100
耕区短辺(30m) 30cm 1m ←

30cm
100m

1/20
1m 1/20

耕区短辺(20m) ←
1m 2m

40m
地形
の変
化大

＜傾斜度区分の整備率(水田)(農振農用地区域)＞
(単位：千ha、％)

傾斜 合 計 1/100未満 1/100～1/20 1/20以上
地域 割合 割合 割合 割合
都市的地域 257 53 219 56 25 47 13 34

481 388 55 39
平地農業地域 592 67 527 72 41 54 23 46

882 756 76 51
中間農業地域 340 53 227 64 79 48 34 30

637 357 165 114
山間農業地域 90 45 54 59 24 40 12 25

200 91 62 43
全国 1,279 58 1,025 64 170 48 82 33

2,200 1,591 357 251
資料：農林水産省「第３次土地利用基盤整備基本調査」(平成５年３月)
上段：区画が概ね30a程度以上に整備された面積
下段：水田の賦存量



４ 地域の実態に応じた地域指定
地域指定については、以下の意見が出された。

○ 国民の理解を得る観点から対象地域を極力限定すべ
きである。
○ ５法地域以外でも５法地域内対象農地と同様の自然
的、社会的、経済的条件の不利な地域もあり、また、
５法地域内においても傾斜度等以外にも生産条件に恵
まれず対象作物が限定されている等の条件不利な地域
もあり、地域の実態に応じた一定の基準に該当する地
域は対象とする道を残してはどうか、具体的には、国
庫補助率の引き下げないしは都道府県負担率の拡大等
の歯止め策を講じた上で、都道府県知事が一定の基準
に基づき算定される管内農地の一定割合を指定できる
仕組みを検討してはどうか。



５ 対象農地の指定単位（一団の農地の下限面積）
指定単位については、以下の意見が出された。

○ 集落協定により、一団の農地を指定する場合の下限
面積については、公益的機能を発揮するためには、一
定の面的なまとまりが必要である。
○ 戸数の少ない集落もあることを考慮すべきである。

＜農 業地域別農 家戸数別集落 割合 ＞
　（単位：戸 、％ ）

総農 業 ５　　戸 ６～ ９ 10～ 19 20～ 29 30～ 49 50～ 99 100以上
集落 数 以　下

都 　市 31,463 2 ,321 3 ,167 9 ,110 6 ,717 6 ,337 3 ,276 535
(100 .0 ) (7 .4 ) (10 .1 ) (29 .0 ) (21 .3 ) (20 .1 ) (10 .4 ) (1 .7 )

平　地 40,485 1 ,329 2 ,500 9 ,912 9 ,494 10 ,346 5 ,865 1 ,039
(100 .0 ) (3 .3 ) (6 .2 ) (24 .5 ) (23 .5 ) (25 .6 ) (14 .5 ) (2 .6 )

中 山間 68,174 5 ,244 7 ,569 18 ,792 19 ,193 11 ,574 5 ,132 670
(100 .0 ) (7 .7 ) (11 .1 ) (27 .6 ) (28 .2 ) (17 .0 ) (7 .5 ) (1 .0 )

中 間 (100 .0 ) (6 .4 ) (9 .7 ) (31 .5 ) (23 .4 ) (18 .9 ) (8 .9 ) (1 .2 )
山間 (100 .0 ) (10 .0 ) (13 .6 ) (36 .6 ) (20 .5 ) (13 .5 ) (5 .1 ) (0 .6 )
出典：農 林業センサス(1990)農 業集落 を組 替集計 （旧 市町村単位）

＜耕地面積規模別農業集落数の割合＞
　　　　（単位：％ ）

総 集落 数 10 h a 1 0～ 2 0～ 3 0～ 5 0～ 1 0 0～ 3 0 0 h a 耕 地 が ない

未 満 　2 0 h a 　3 0 h a 　5 0 h a 　1 0 0 h a 　3 0 0 h a 　以上 集落 数

都    市 1 0 0 .0 3 8 .3 2 2 .9 1 3 .6 1 2 .7 8 .7 2 .5 0 .2 1 .1

平    地 1 0 0 .0 9 .9 1 6 .6 1 6 .0 2 3 .0 2 2 .5 1 0 .2 1 .6 0 .3

中 山間 1 0 0 .0 3 1 .9 2 6 .0 1 4 .9 1 3 .3 8 .9 3 .8 0 .8 0 .5

中 間 1 0 0 .0 2 5 .7 2 5 .4 1 6 .4 1 6 .0 1 0 .9 4 .3 0 .6 0 .7

( 4 3 ,5 3 1 )

山間 1 0 0 .0 4 2 .9 2 7 .0 1 2 .2 8 .4 5 .3 3 .1 1 .0 0 .2

( 2 4 ,6 4 3 )
注 ）１．（　）内 数 字 は実 数
出 典 ：農 林業センサス(1 9 9 0 )農 業集落 調査 を組 替 集計 （旧 市 町 村 単位）



Ⅱ 対象行為
１ 対象行為としての適正な農業生産活動等

農業生産活動等について、以下の意見が出された。
○ 農業生産活動等に加え、地域の中で、国土保全機能
を高める取組、保健休養機能を高める取組又は自然生
態系の保全に資する取組など、公益的機能の増進につ
ながるものとして例示される行為（これに準ずる行為
も含む ）から集落が集落の実態に合った活動を協定。
上に規定してはどうか。
○ 本対策に農法の転換まで必要とするような環境保全
行為は要求すべきではない。

＜集落協定において具体的に取り組む行為（例）＞

＜ＥＵにおける共通農業政策改革の方向＞
本年３月ＥＵ農相理事会において合意された共通農業政策の改革の中

で、直接支払いについては、各国が農家が採用すべき環境要件、これが

遵守されない場合の措置（直接支払いの削減を含む ）について定める。

こととされている。

分 類 具体的に取り組む行為（例）

農業生 耕作放棄の防止 適正な農業生産活動を通じた耕作放棄の防止、耕作放棄
産活動 等の活動 地の復旧や畜産的利用、高齢農家・離農者の農地の賃借権
等 設定、法面保護・改修、林地化等

水路、農道等の 適切な施設の管理・補修(泥上げ、草刈り等）
管理活動

公益的 国土保全機能を 土壌流亡に配慮した営農の実施、農地と一体となった周
機能を 高める取組 辺林地の管理等
増進す
る活動 保健休養機能を 市民農園・体験農園の設置、棚田オーナー制度、グリー

高める取組 ンツーリズム、景観作物の作付け

自然生態系の保 魚類･昆虫類の保護(ﾋﾞｵﾄｰﾌﾟの確保)､鳥類の餌場の確
全に資する取組 保、環境の保全に資する活動

（注）鳥類の餌場の確保：冬季の湛水化、耕作放棄地での水張り等
環境の保全に資する活動：堆きゅう肥の施肥、拮抗植物の利用、アイガモ・鯉の利用、

輪作の徹底、緑肥作物の作付け等



２ 米の生産調整との整合性
米の生産調整との関係からは、以下の意見が出された。

○ 本直接支払いの対象から水田を除外する等の措置を
講ずるべきである。

○ 逆に、ハンディキャップを有する中山間地域では、
過大な要求は行うべきでなく、転作等を緩和すべきで
ある。

○ 生産調整は直接支払いとは別個の政策目的を有して
いることから、あくまで無関係に両者の施策を講ずる
べきである。

○ 全体としての農政の整合性・効率性を保つ観点から、
ＷＴＯの規定も踏まえつつ、双方の助成につき、何ら
かの調整措置を講ずるべきである。



Ⅲ 対象者
構造政策との整合性
(1) 零細農家の取扱い

零細農家については、以下の意見が出された。
○ 構造政策を促進する観点から、対象者を一定規模
以上の農業者、認定農業者等に限定すべきである。

○ 公益的機能の発揮という観点からは、対象者を限
定すべきではなく、また、集落は排除の論理ではな
く、零細農家を排除すると集落協定が機能しなくな
るので、零細農家も対象とすべきである。

(2) 規模拡大の上乗せ助成
以下の意見が出された。

○ 零細農家を対象とする場合であっても、担い手の
育成・定着を通じた農業生産の確保を図るという長
期的観点からは、担い手が規模拡大する場合には、
上乗せ助成を検討すべきである。

○ 構造政策という耕作放棄防止とは異なる観点を盛
り込むべきではない。

＜中山間地域における担い手の比較＞

認定農業者数 3ha以上の 生産組織 第３セク
(1市町村当 平均)たり 経営割合 参加割合 ター数

特定農山村地域 中山間平均 中山間平均 ５法指定地域
(特定農山村地域以外) (平地平均) (平地平均)

北海道 23人 (86) 67.3%(81.3) 22.3%(29.1) 1

東 北 25 (87) 7.6 (14.0) 8.0 (13.9) 12

関東東山 14 (38) 2.4 ( 5.2) 4.6 ( 4.2) 5

北 陸 10 (58) 2.4 ( 9.0) 10.4 (14.8) 18

東 海 9 (28) 1.0 ( 2.0) 9.4 ( 7.5) 2

近 畿 10 (16) 1.1 ( 1.9) 11.7 (14.9) 7

中 国 7 (34) 1.1 ( 2.1) 7.7 ( 9.7) 52

四 国 13 (24) 1.1 ( 0.9) 4.0 ( 3.2)

九 州 29 (54) 3.5 ( 6.0) 4.5 ( 9.9) 19

資料：(１) 農林水産省調べ
(２) 農林水産省「農業センサス（Ｈ７ 」）



Ⅳ 単価
１ 生産費格差の範囲

格差の範囲については、以下の意見が出された。
○ 構造政策の観点から生産費格差の全てを単価とする
ことは適当でない。

○ 平地地域の農業へ悪影響が出ないよう留意すべきで
ある。

○ 農業構造が脆弱化している中山間地域等の現状を考
慮すれば生産費格差の全てとすべきである。

２ 直接支払いの額の上限
上限設定については、以下の意見が出された。

○ 高額所得者を除外することについては、その所得水
準をどのようにするか等問題があることから、むしろ
直接支払いの上限を設定すべきである。

○ 少数の担い手が多くの農地を受託等する場合もあり、
上限を設定すべきでない。
なお、この考え方に立つ場合でも 「生産要素に関、

連する支払は、当該要素が一定の水準を超える場合に
は、逓減的に行う 」とのＷＴＯ農業協定の要件につ。
いて配慮が必要である。

＜ＷＴＯ農業協定の直接支払いに関する規定＞
（付属書２－１３）

(ｅ) 生産要素に関連する支払は、当該要素が一定の水準
を超える場合には、逓減的に行う。



Ⅴ 地方公共団体の役割
補助率等について、以下の意見が出された。
○ 直接支払いの目的とする公益的機能は、都市住民に
も山村の住民にも及ぶ利益であるから、全額国が負担
してはどうか。

○ 国からの一定の助成に対し、都道府県なり市町村の
裁量により嵩上げの助成を行うことなどで対応できる
ようにしてはどうか。

○ 国と地方公共団体の共同の政策であり、地元の意欲
と責任を引き出していくような事業とするためには、
地方公共団体も負担することが適当であるが、財政事
情の苦しい地方公共団体には地方財政措置を講じては
どうか。

（参考）
ＥＵとは
ＥＵは、国際連合を始めとする伝統的国際機関が加盟国の国家主権に抵

触しない範囲で相互に協力・調整を行うものであるのに対し、加盟国の国
家主権の一部を超国家機構に委譲し加盟国の政治的、経済的統合を進めて
いくことを目標としていることから、機関の権限も伝統的国際機関とは比
較にならない程強化されている。通商政策を始め共同体が排他的権限を有
する分野は数多く、こうした分野ではＥＵはあたかも一国の如く、第３国
と或いは交渉を行い、或いは協定を締結しているのが現状であり、また単
一市場の発足後は、ＥＵ全体としての領域的性格を更に一歩強め、国家領
域に相当するものに接近しつつある。
こうしたことから、欧州委員会は通常の国同様、我が国を含む第３国へ

大使を派遣し、また接受しているが、これはＥＵの国家的要素を端的に表
している点で注目に値する。但し、こうした側面は現在のところ経済分野
（共同体事項）にのみ見られるものであり、政治面は、加盟国の国家主権
を大前提とした政府間協力に拠っている。
（出典： ＥＵの概要」(平成８年６月)、欧州連合日本政府代表部、外務省経済局国際経「

済第一課）

１　価格 支 持 政 策 、これ に 関連する 「青の政 策 」及 び生産調整 に係る直接支 払 いについては、価格 政 策 に 係る

　ものであ ることか ら、統 一 市 場 の原則 に基 づき、ＥＵが １００％ 負 担してい る

２　一 般的 な構 造 政策 に ついては、各 国 の自 主 性 を尊重 する見 地 か ら、ＥＵの 補 助 率は５０％ とされ てい る

３　条 件 不 利 地 域 対策 につい ては、ＥＵの 補 助 率は原則 として２５％ であ り、１人 当 たりの ＧＤＰが 少 なく財 政 負

　担能力の劣 る地域 については、各 加盟国 ではなくＥＵが 補 助 率をか さ上 げしている 。この結 果、ＥＵか らの

　加重 平均補 助 率は３７％ となってい る。

○ 条 件不 利地 域対策に係るＥＵ、各 加盟国及 び加盟国自 治体の負 担状 況

フランス イギリス イタリア ベル ギー
旧 東 独 バスク・ナ バ ラ州

25% 50% 25% 25% 50% 70% 70% 25%
45% 30% 75% 75% 35% 約 27% - -
30% 20% - - 15% 約 3% 30% 75%

※ 　地 域 設定 に ついては、ＥＵ規則 にお いて 「市 町村 （コミュー ン ）又 はその一 部 」とするとされ てい るが 、その

　指定 は加盟国 政 府 が ＥＵの承認を得て指定 することとされ てお り、州政府 の意見 を聴 く場 合 もあ るが 、市 町

　村の関与 はない 。

（参 考 ）　各 加盟国 にお ける国 税と地 方税の状 況（１９９６年）

ドイツ オ ー ストリア フランス イギリス イタリア スペイン ベル ギー 日 本 （参考 ）
398 ,400 538 ,276 1 ,63 4 .13 203 ,005 498 ,305 12 ,643 1 ,33 7 .21 55 ,226

37 1 .07 10 ,232 40 ,718 3 ,349 35 ,094
州　　　税 296 ,700 107 ,942 86 9 .17
市 町村 税 98 ,336 115 ,023 19 8 .67

単位：各国 通貨 （フランス、イタリア、スペイン、日 本 は１０億、その他の国 は１００万 ）
資 料 ：OECD  Revenue S ta tistics  ('98 )

＜ ＥＵにおけるＥＵの補 助 率及び各国 の負 担状況＞

ドイツ・オ ー ストリア スペイン

Ｅ　　　　Ｕ
加　盟 　国
州　政 　府

国 　　　税
地　方 　税



（参考）
地方公共団体等からの要望

○ 全国都道府県議会議長会
「平成10年度政府予算編成並びに施策に関する要望 （平成９年」

７月）(抄)

農林水産委員関係

４ 中山間地域対策の充実強化について

(3) 中山間地域の農林業が果たしている国民への安定的な食料供給

や国土・環境保全等の多様な公益的機能について、国民の理解と

認識を深めるよう世論の一層の喚起に努め、日本型所得補償施策

の導入について検討を進めること。

○ 全国町村会
「全国町村長大会 宣言・決議・要望 （平成９年12月３日）」

(抄)

16 農業対策の充実強化

１ 農業基本法の見直しと新しい食料・農業・農村に関する基本法

の制定

(7) 中山間地域等の条件不利地域に対する特例措置と中山間地域

等の水田の保全管理

５ 農山村地域活性化対策と生活文化環境等の整備

(2) 中山間地域活性化対策の拡充

ウ 国土、環境保全等における中山間地域の役割の重要性にか

んがみ、農林地の保全等地域の自然環境を維持している中山

間地域住民に対する所得補償制度を導入すること。

32 山村等地域振興対策の整備

１ 産業振興、就業機会の創出と担い手の確保

(2) 国土・環境保全等に果たす山村地域の重要性にかんがみ、山

村地域の振興と地域住民の定住を促進するため、所得補償制度

を導入すること。

○ 全国農業会議所
「農林水産大臣諮問に対する本答申 21世紀に向けた農業の人

材確保と養成、農地の確保と有効利用の方策 －食料の安全保

障と豊かな国民生活をめざして－ （1997年９月26日）(抄)」

Ⅱ 農業を担う人材の確保と経営者の養成

３ 農業経営の安定

(2) 経営安定対策の方向

③ 中山間など生産条件のめぐまれない地域において農業活動

の維持・継続が困難な経営についても、農業の有する多面的

機能に着目した経営・所得確保対策を検討する必要がある。

Ⅳ 「国民共有の空間」としての農村の再構築

２ 中山間地域の活性化に向けた制度的支援

③ 中山間地域における農地・山林の維持・管理や自然環境と国

土の保全、水資源の涵養などの機能は、その地域に住む人々の

農林業活動によって維持されている。そうした農林業活動に対

する制度的支援について、引き続き検討を深めるべきである。

例えば、棚田については生産コスト面から非効率であるが、

景観の維持や防災などの観点からその保全活動に対する支援が

必要となっている。



○ 全国農業協同組合中央会農業対策推進中央本部
「新たな基本法」に関する検討状況と今後の対応について（平

成９年12月３日）(抄)

3.ＪＡグループにおける今後の対応

(2) 主な要請内容等

⑨ 中山間地域等条件不利地域における日本型デカップリングの確

立

中山間地域等の条件不利地域の持つ国土・環境保全をはじめと

する公益的機能を正当に評価し、農林業を通じて行われる、公益

に資する活動に対する支援政策、いわゆる日本型デカップリング

を確立すること。

○ 全国山村振興連盟通常総会
「要望事項 （平成10年５月28日 （抄）」 ）

（農林水産省関係）

１ 健全な山村社会の実現とその存続をめざし、山村住民に対する所

得補償制度を含む直接支払制度の実現を図ること。

○ 全国山村振興連盟
山村振興対策特別委員会における「中山間地域に対する直接

所得補償制度の導入に関する緊急要請 （平成10年８月28日）」

我が国の中山間地域では、山村振興法等の恩恵を活用しつつ、多年

にわたり生活環境の整備、産業振興等の諸施策を実行して、それなり

の成果を挙げてまいりましたが、今なお大部分の地域が、若者を定着

させ得ず、過疎からの脱却に成功しておりません。

その原因は奈辺に在るかを多年探求してきた山村の町村長は、原因

中最大で根本をなすものは、中山間地域の主産業である農林業が製造

業等に比して著しく生産性が劣り、為に関係者の所得が極めて低く且

つ不安定である所にあると結論し、その対策を長く国政に訴えてきま

した。

しかし、わが国政は今なおこの訴えに応えようとはしていないよう

に察します。

そんな中で、中山間地域においては、すでに集落社会の崩壊、消滅

が始まっており、従来の施策だけでは中山間地域社会が衰亡して森林

や農地の護り手がいなくなり、中山間地域の国土が荒廃すると憂慮さ

れます。

ついては、我が国においても欧米諸国におけるが如く農林家の所得

を直接補償する制度を新しい農業基本法制定を期に導入して下さるよ

う、下記のとおり緊急に要望致します。

記

健全な中山間地域社会の実現と国土保全等の公益的機能の維持・増

進をめざし、中山間地域に対する直接所得補償制度の創設を図ること。


